
RPAツール、ロボパッドDXを軸に成長が期待される

教育研修事業とDX推進事業の二つの柱をもつ

事業セグメントは3セグメントから構成される。第一は教育研修事業

で学校・学習塾へのプログラム・サービス提供を行う「Education分野」

と企業の研修やコンサルティングといった「HR分野」に分かれている。

第二はDX推進事業で、RPA（Robotic Process Automation）を中心に、

企業のDX推進を推進するためのITツール提供やコンサルティング、

サポートなどを行っている。提供するRPAツール「ロボパッドDX」は法

人向けクラウドサービスの比較情報サイトボクシル サースにて、RPA

満足度ランキング1位（2022年）を獲得している。第三はその他事業で、

一般消費者を対象に世界的ベストセラー「7つの習慣」の書籍や読書

コミュニティの運営、セルフコーチングプログラムを提供している。
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教育研修事業は「7つの習慣」をベースにしたプログラムを展開

教育研修事業では世界的ベストセラー「7つの習慣」をベースにした

子供向けおよび大人向け教育・研修プログラムを開発し提供している。

子供向けの「7つの習慣Ｊ®」はこれまでに累計30万人以上が受講した。

大人向けは「7つの習慣®Business Ownership」を開発し、主に企業研

修などに用いられている。これまでに2,600社以上への導入実績を持

つ。子供向け商品と大人向け商品の売上比率は70：30程度。

※「7つの習慣」とはスティーブン・R・コヴィー博士が、世界の偉人を研

究し、そこから人生を成功に導く7つの習慣を体系的にまとめたもので、

これまでに世界で4,000万部以上が発行されている

教育研修事業の成長けん引役は、「スマートボーディング」

「スマートボーディング」はeラーニングでの学びとオンラインレッスン

のトレーニングからなるインプットとアウトプットを組み合わせた社員

教育システム。システム内でクライアント企業は自社で作成したカリ

キュラムをアップロードすることなどもできる。クライアント企業はIDあ

たり月1,000円程度で利用が可能。導入企業は19年9月期99社、20年

9月期188社、21年9月期348社と広がっている。現在「スマートボー

ディング」の売上高は月2,000万円程度まで拡大している

①特徴1、研修会社が厳選したコンテンツが受講可能

新入社員～管理職までそれぞれがリーダーシップを発揮して成果を

出すための厳選したプログラムが用意されている。研修のプロである

同社が厳選したプログラムが視聴可能であり、簡単に質の高いトレー

ニングプランを立てることができる。

②特徴2、アウトプットに特化した4つの厳選された学習体系

受講しただけでは終わらせないアウトプット型トレーニング。「レッス

ン」「超実践トレーニング」「講座」「テーマ別ディスカッション」の4つの

仕組みからアウトプットが実施できる。

③特徴3、容易なカスタマイズで自社専用eラーニングが簡単に

学習管理システムによる学習の理解度確認が常に可能。自社コンテ

ンツのアップや容易なカスタマイズで、オリジナルコースの作成も可能。
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DX推進事業ではロボパットDXを提供

DX推進事業では、ロボパットDXを株式会社アシリレラとのパートナー

契約によりRPAソフトライセンスのOEM提供を行っている。RPA（Robotic 

Process Automation）は、パソコン内の業務を自動化する取り組みを表

す言葉であり、オフィスで日常的に行われている作業をソフトウェアロ

ボットにあらかじめ登録しておくことで、ヒトが操作をしなくてもパソコンに

自動的に作業を行わせることができる。

ロボパットDXは「プログラミング知識を持たない人でもつくれるRPA」を

コンセプトに、以下の4つの特徴などを有し、従来RPA導入にハードルを

感じていた中堅・中小企業や大企業の部門単位での利用ニーズに応え

られる特徴を有す。

①直感的な操作性

②対象アプリケーションを問わない融通性

③初期費用無し、リーズナブルな利用料金にてスモールスタートが可能

④月ごとの契約によるフレキシブルな運用

競合商品としては、NTTグループが提供するRPAツール「WinActor」、

RPAテクノロジーズが提供する「BizRobo! mini」などがあるが、利用のし

やすさ、トータルコスト（ライセンス当り年間約130万円）などでロボパット

DXは優位性を持っている。

導入企業数は19年9月期449社、20年9月期648社、21年9月期850社と

拡大が続いている。導入企業数の増加により21年9月期セグメント売上

高は30％増の14.1億円まで拡大していた。22年9月期は導入企業数は

前期比15％増、セグメント売上高は23％増の17.5億円を見込んでいる。

コンサルティング力に強み

生産性向上に寄与するRPAも、用語を覚えるのが大変、フロチャート

に慣れない、本当に自動化できるのか分からない、といった理由で導

入・定着が進まないケースも珍しくない。これらのハードルを越えるには

定着を目的とした現場コンサルティングが重要である。同社はこのコン

サルティングに優れており、これが販売力につながっている。アシリレラ

のRPAツールをOEM提供している企業は他にもあるが、これらコンサル

ティング力を背景に同社はその中でも最大の販売実績を有する。
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中長期の業績見通し

22年9月期業績は、売上高は前期比5％増の37.2億円、営業利益は同

36％増の4.5億円を見込んでいる。セグメント別では教育研修事業売上

高が前期比2％減の18.5億円、DX推進事業が23％増の17.5億円、その

他が同38％減の1.3億円である。教育事業は減収見通しであるが、これ

は、今年1月に学習塾教室運営事業を外部に売却したことの影響があ

り、これを除くと増収となる。教育事業の成長けん引役であるスマート

ボーディングの導入企業数についても22年9月期は前期比27％拡大す

る計画となっている。

連結売上高増収率は21年9月期実績また22年9月期見通しともに6％

程度であり、一見あまり高くないように見える。しかし、この増収率は飲

食事業や学習塾事業の売却を進めながら実現された数字であり、実質

的な成長率はより大きい。「スマートボーディング」および「ロボパット

DX」については引き続き導入企業の拡大が見込まれ、これらがけん引

役となり、売上高は中期的に二桁成長が期待される。利益率に関して

は22年9月期予想営業利益率が12％であるが、グループ売上の80％が

ストック型売上であり、今後この比率は更に高まることが予想され、これ

に合わせて利益率も高まることが期待される。

連結業績推移 （ 百万円・％ ）
決算期 売上高 伸び率 経常利益 伸び率 純利益 伸び率
2020/9 3,312 － 231 － 120 －
2021/9 3,522 6.3% 324 40.3% 211 75.2%

2022/9予 3,720 5.6% 450 38.8% 290 37.3%
2022/6 3Q 2,846 － 471 － 304 －

予想EPS／配当
単独：-円 連結：96.59円／0.00円
※予想EPSは上場時発行済株式数で試算
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